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わが国の企業のうち，約99.7％を中小企業・小規模事業者が占めており，その事業活性が地方創生につ

ながると言える．全国的に中小企業支援機関が設置され，新規事業支援が行われているが，支援方法には

差があり，支援方法や実績が非公開の支援機関も多い．そこで本研究では，岐阜市周辺に所在する中小企

業支援機関に対してヒアリング調査を行うとともに，実績データを収集し，新規事業支援について分析し

た．その結果，実績に影響を与えている可能性のある支援方法・支援体制の存在を明らかになった．ま

た，支援機関全体の支援傾向として，市の支援機関はスタッフが少ないため，県や国の支援機関と連携が

取れず，支援ノウハウの向上，相談後のフォローアップ支援が難しいことが明らかになった． 
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1. はじめに 

 

わが国における企業のうち，約 99.7%が中小企業・小

規模事業者である．そのため，地域の中小企業・小規模

事業者の事業が活性化することで，地域経済の活性化，

雇用の創出，地域産業の多様化等が促進され，地方創生

につながると考えられる．しかし，近年，経営者の高齢

化，働き方改革，労働力不足，新型コロナウイルス等の

影響により，中小企業・小規模事業者の休廃業率は増加，

売上高は減少傾向にあり，衰退の一途をたどっている注

1),注 2)．これらを受け，全国各地に公的な中小企業支援機

関（以下，「支援機関」と称する）が設置され，スター

トアップをはじめとする新規事業や創業が推進されてい

る．しかし，多くの支援機関では，具体的な支援方法や

実績は公表されていない． 

野村総合研究所注3)は，中小企業の8割以上が新規事業

を展開していないことを明らかにしている．内田ら 1)は，

事業計画・資金計画を作成していない新規創業者が 3割

を超えていること，経営経験のない新規創業者が約 6割

に上ることを明らかにした一方で，創業準備について，

独学で創業に必要な知識を身に着けた・準備をしなかっ

た新規創業者は 8割以上であり，支援機関の利用率の低

さが明らかになっている．しかしながら，個々に支援機

関の支援方法，実績に着目した研究はなされていない． 

そこで本研究では，岐阜市周辺に所在する中小企業

支援機関に対してヒアリング調査を行い，得られた結果，

実績データから中小企業支援機関による新規事業支援の

実態を明らかにする． 

 

 

2. 調査・分析方法 

 

(1) 対象支援機関 

岐阜市周辺に所在する 11 支援援機関に直接訪問をし，

それぞれ 1～2 時間程度の新規事業支援に関するヒアリ

ング調査を行った（表-1，表-2）．また，追加で確認や

質問したい内容はｅメールのやり取りで情報やデータを

獲得した． 

調査対象とした支援機関は，初めに文献や行政のホ

ームページを参考に数か所を選定し，その後ヒアリング

先で別の支援機関を紹介してもらうという形で調査先を

広げて行った．その結果，岐阜市周辺に所在する支援機

関をほぼ漏れなく調査できたと思われる． 
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(2) 調査項目 

支援機関による新規事業支援の現状について把握し

たい項目を整理し，ヒアリング調査を行った．調査項目

とその概要を表-3に示す．ここで得られたヒアリング調

査結果から調査項目別に整理して分析する． 

 

(3) 実績データ 

支援機関の実績を把握するため，表-4に示すとおり各

支援機関の実績データを収集した．アニュアルレポート

等で実績データを公表していない支援機関に対しては，

ｅメール，ヒアリング調査で提供を依頼した．既存企業

による新規事業に関するデータ，相談者の属性に関する

データは集計していない支援機関が多数であったため，

本研究では取り扱わないこととする．また，実績データ

が提供されなかった支援機関のデータも分析の対象外と

する． 

 

表-3 調査する項目と概要 

調査項目 概要 

相談支援 事業者・創業希望者との相談による支援 

セミナー・イベント支

援 

事業者・創業希望者向けセミナー，商談会・

展示会等のイベント 

直接支援以外の業務 
支援スタッフが行う直接相談者と直接関わら

ない業務 

情報発信 各支援機関自身に関する情報発信方法 

その他新規事業支援 上記以外の新規事業支援 

他機関との連携 他の中小企業支援機関との連携状況 

ノウハウ向上の取り組

み 

支援スタッフの支援ノウハウ向上に向けた取

り組み状況 

実行後の支援 事業実行後，創業後の支援の有無 

表-4 調査・分析する実績データと概要 

実績データ 概要 

相談件数 全ての相談の件数 

創業相談件数 創業に関する相談の件数 

創業件数 創業に至った件数 

セミナー実施回数 セミナーを実施した回数 

セミナー参加人数 セミナーに参加した人数  

表-1 ヒアリング対象支援機関 

支援機関名・事業名 委託元・運営元 所在地 設置年 支援の対象者 
相談支援スタッフ

人数(R4時点) 

岐阜県よろず支援拠点 中小企業庁 岐阜市 2014 
岐阜県内の中小企業・小規模事業者・創業

希望者 
22名 

岐阜商工会議所 日本商工会議所 岐阜市 1890 岐阜市内の事業者・創業希望者(会員) 13名 

岐阜県商工会連合会 全国商工会連合会 岐阜市 1961 岐阜県内の事業者・創業希望者(会員) 約80名 

岐阜県商工労働部商業・金

融課 
岐阜県 岐阜市 2014 

岐阜県内の中小企業・小規模事業者・創業

希望者 
なし 

カンダまちおこし株式会社 
カンダまちおこし株式会

社(十六FG) 
岐阜市 2022 東海地方の自治体・事業者 5名 

公益財団法人岐阜県産業経

済振興センター 
岐阜県 岐阜市 1970 

岐阜県内の中小企業・小規模事業者・創業

希望者 
9名 

モノづくりコーディネータ

ー 

公益財団法人岐阜県産業

経済振興センター 
岐阜市 2008 

岐阜県内の中小企業・小規模事業者・創業

希望者 
17名 

十六銀行ソリューション営

業部創業サポートデスク事

業 

十六銀行 岐阜市 2015 制限なし 1名 

大垣ビジネスサポートセン

ター(Gaki-Biz) 
大垣市 大垣市 2018 

西美濃3市9町の中小企業・小規模事業者・

創業希望者 
5名 

関市ビジネスサポートセン

ター(Seki-Biz) 
関市 関市 2016 

関市内外の中小企業・小規模事業者・創業

希望者 
1名 

ぎふしスタートアップ支援

事業 
岐阜市 岐阜市 2021 岐阜市内外の創業希望者 

2名(平日・土曜日

で分担) 

表-2 ヒアリング調査実施日時 

支援機関名・事業名 日時 場所 担当者 

岐阜県よろず支援拠点 2022/8/25(木) 11:00-12:00 OKBふれあい会館10階 コーディネーター 

岐阜商工会議所 2022/9/1(木) 9:30-10:30 岐阜商工会議所1階 中小企業相談所長 

岐阜県商工会連合会 2022/9/8(木) 13:30-15:00 OKBふれあい会館9階 企業支援課 企業支援係長 

岐阜県商工労働部商業・金融課 2022/10/6(木) 14:00-15:00 岐阜県庁10階 資金融資係主事 

カンダまちおこし株式会社 2022/10/13(木) 10:00-11:00 カンダまちおこし株式会社 エリアデザイン部 部長 

公益財団法人岐阜県産業経済振興セン

ター 
2022/10/20(木) 15:00-16:00 OKBふれあい会館10階 産業振興部 総合支援課 係長 

モノづくりコーディネーター 2022/10/20(木) 15:00-16:00 OKBふれあい会館10階 コーディネーター 

十六銀行ソリューション営業部 

創業サポートデスク事業 
2022/11/10(木) 9:30-10:30 十六銀行本店 創業サポートデスク担当者 

大垣ビジネスサポートセンター 

(Gaki-Biz) 
2022/11/21/(月) 16:00－17:00 大垣ビジネスサポートセンター プロジェクトマネージャー 

関市ビジネスサポートセンター 

(Seki-Biz) 
2022/12/7(水) 11:00-12:00 関市ビジネスサポートセンター センター長 

ぎふしスタートアップ支援事業 2022/12/22(木) 16:30-17:30 Neo work-Gifu センター長  
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(4) 分析方法 

本研究では，ヒアリング調査結果および実績データ

という 2つの視点から支援機関の現状を分析する．ヒア

リング調査結果は，調査項目別にその特徴や傾向につい

て分析する．実績データは，支援機関ごとの傾向が特に

現れた「相談件数」「創業件数」「セミナー実施回数」

について，ヒアリング調査結果を根拠に考察する． 

 

 

3. ヒアリング調査と分析 

 

ヒアリング調査の結果を表-5(1)(2)のように整理した．

以下で調査項目別に分析する． 

 

(1) 相談支援 

支援スタッフは，多くの支援機関において，中小企

業診断士や行政書士，WEB デザイナーなど，それぞれ

の分野の専門家が在籍し，相談にあわせて対応する体制

となっている．岐阜県よろず支援拠点，モノづくりコー

ディネーターといった国・県の事業では，多くの支援ス

タッフがいる一方，Gaki-Biz，Seki-Biz，ぎふしスタート

アップ支援事業といった市の事業では支援スタッフが少

ないことがわかった．特に Seki-Biz，ぎふしスタートア

ップ支援事業では，主に１人で対応が行われており，１

日６人程が限界とのことであった．対応人数が限られる

うえ，支援スタッフの専門性に沿った支援ができないと

考えられる．十六銀行ソリューション営業部創業サポー

トデスクでも 1人での対応がなされている．公的な支援

機関の登場で相談件数が減少傾向にあると考えられる． 

支援方法を見ると，岐阜商工会議所，岐阜県商工会

連合会では，補助金を利用する支援を基本としており，

事業計画書の作成指導等が多く行われている．岐阜県よ

ろず支援拠点，モノづくりコーディネーター，Gaki-Biz，

Seki-Biz，ぎふしスタートアップ支援事業では，相談内

容に合わせた対応をしている．特に岐阜市 ぎふしスタ

ートアップ支援事業では，相談支援の方針やスキームも

明示しておらず，完全オーダーメイドの支援を行ってい

る．従来主流であった「相談→計画書作成指導」の支援

フローが合わない相談者が多くいることが理由である．

Gaki-Biz，Seki-Biz といった「ビズモデル」では，お金を

使わずに売上アップ，新規事業を行う支援を特徴として

いる．岐阜県産業経済振興センターでは，航空宇宙，ヘ

ルスケアなど，様々な分野でアドバイザー派遣等を行っ

ている．カンダまちおこし株式会社では，地域全体の意

見を取りまとめる立場として，観光業支援を行っている． 

対象地域を見ると，岐阜県よろず支援拠点には，県

内に 18 か所の拠点があり，広範囲を対象としている．

岐阜県商工会連合会では，県内に所在する商工会に対し

て，職員を派遣する「広域支援制度」がとられている． 

 

(2) セミナー・イベント支援 

多くの支援機関では，定期的なセミナーや商談会，

展示会等のイベントを開催している．セミナーの内容は，

売上アップ・創業に必要な知識習得，相談が多い内容，

行政からの啓蒙テーマが主である．岐阜県よろず支援拠

点では，新型コロナウイルスの影響でセミナー規模を縮

小した結果，セミナー後に相談予約するハードルが低く

なり，結果として相談件数が増加している． 

各支援機関の特徴的なセミナー・イベントとして，

岐阜県よろず支援拠点では，地域参加型のプロジェクト

を実施することで地域企業の活性化に取り組んでいる．

岐阜商工会議所では，企業同士の社交場としての立場か

ら地域振興イベントを多く行っている．カンダまちおこ

し株式会社では，学校での授業やゲストを招いてのトー

クショーである「神田町アワー」を行っている．十六銀

行ソリューション営業部では，金融機関としての立場で

他の支援機関のセミナーに登壇している． 

 

(3) 直接支援以外の業務 

支援機関によって，支援スタッフによる直接的な支

援以外の業務の有無が異なる．岐阜商工会議所，岐阜県

商工会連合会，岐阜県産業経済振興センター，十六銀行

ソリューション営業部，ぎふしスタートアップ支援事業

では，補助金の窓口・問い合わせ業務が行われている．

特に，岐阜商工会議所では，地域振興イベントの運営，

会議所運営に係る部会・委員会運営が行われ，岐阜県商

工会連合会では，イベントの運営，行政からの委託業務

が行われている．Gaki-Biz，Seki-Biz の支援スタッフは，

直接支援に特化しており，直接支援以外の業務は行われ

ていない． 

 

(4) 情報発信 

ほとんどの支援機関で HPや SNS，パンフレット，メ

ルマガを利用して支援機関自身の情報を発信している．

Gaki-Biz では，地域イベントの参加に加え，毎年度アニ

ュアルレポートを公表しており，支援事例などのミクロ

な情報だけでなく，Gaki-Biz 全体の実績を数字でマクロ

に確認することができる．また，十六銀行ソリューショ

ン営業部，カンダまちおこし株式会社では，クラウドフ

ァンディングを行っていることから，プラットフォーム

やFacebookで支援者を募っている． 

 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集



4 

 

(5) その他の新規事業支援 

それぞれの支援機関で様々な新規事業支援が行われ

ている．岐阜県よろず支援拠点では，WEB 予約での対

応により相談予約のハードルが低くなったことで相談件

数が増加している．HP の「お役立ちページ」に岐阜県

内の人口統計や土地価格などのリンクをまとめ，事業者

への情報提供を行っている．岐阜商工会議所では，コロ

ナ禍に合わせた事業支援として，キッチンカーの貸し出

しを行っている．岐阜県商工労働部商業・金融課では，

「技術活用型スタートアップ掘り起こし・加速化支援事

表-5(1) ヒアリング調査結果（その１） 

支援機関名 岐阜県よろず支援拠点 岐阜商工会議所 岐阜県商工会連合会 
岐阜県 商工労働部  

商業・金融課 
岐阜県産業経済振興センター 

モノづくりコーディネータ
ー 

相談支援 

 中小企業診断士やWEBデ

ザイナー等様  々

 県内全域に18か所の拠点 

 敷居の低い雰囲気 

 図書館での相談 

 スモールビジネスのみの

支援 

 補助金を活用する支援が

大半 

 書類作成の指導 

 補助金をうまく活用する

支援が大半 

 県内商工会の支援（広域

支援体制） 

 女性創業アドバイザー事業 

 航空宇宙・ヘルスケア分野 

 女性起業相談 

 計画書作成支援 

 アドバイザー派遣（有料） 

 中小企業診断士，技術士，エ

ネルギー管理士等で対応 

 技術関連の相談が多いため，

企業に足を運ぶことが多い 

 生産管理，安全衛生，創業の

相談が多い 

セミナー・

イベント支

援 

 セミナーの規模を少人数

化 

 →コロナ対策＆相談の敷

居下がる 

 地域参加型のプロジェク

ト 

 セミナー,交流会,商談会 

 地域振興イベント 
 セミナー,交流会,商談会 

 ぎふスタートアップカフェ

（交流会） 

 ぎふスタートアップキャンプ

（起業ワークショップ） 

 各事業でセミナー,交流会,商談

会 
 年５回実施 

直接支援以

外の業務 
 セミナー企画，講師業務 

 会議所運営に係る部会，

委員会運営 

 地域振興イベントの開

催，運営 

 補助金等の窓口業務 

 補助金等の窓口業務 

 イベント運営 

 行政からの委託業務(プレ

ミアム商品券の管理等) 

 直接支援を行う職員はいない  補助金等の窓口業務 
 セミナー企画 

 講師業務 

情報発信 

 HP, パンフレット,, メル

マガ, 公式 LINEアカウ

ント 

 HP, SNS  会報,HP, SNS 
 HP, SNS, チラシ, パンフレッ

ト 
 HP,パンフレット，メルマガ  HP,パンフレット，メルマガ 

その他の新

規事業支援 

 HP 内の「お役立ちペー

ジ」で市町村の統計ペー

ジをリンク 

 オンライン予約に対応 

→予約件数が増加 

 キッチンカーの貸出  広域支援体制 

 岐阜県スタートアップ企業支

援補助金 

 岐阜県地域課題解決型起業支

援金 

 技術活用型スタートアップ掘

り起こし・加速化支援事業 

 多くの分野で様々な事業を行っ

ている 

 学会,セミナー,研究等による情

報収集・公開 

 企業情報,新聞記事,図書,DVDの

貸出 

 なし 

他機関との
連携 

 あり 

 商工会と研修会・合同展

示会 

 よろず支援拠点と合同セ

ミナー 

 ぎふしスタートアップ支

援事業にスタートアップ

企業紹介 

 産経センターと商談会 

 ツールとして各支援機関

を紹介しあう 

 一部事業について，岐阜県産

業経済振興センターの大志補

助金を交付することにより実

施 

 岐阜県スタートアップ支援ネ

ットワーク会議の開催 

商工会、商工会議所、銀行、保

証協会等と 

 相談対応時の同行・同席訪問 

 お互いの施策の利用促進（取引

マッチング、各種補助金、融資

相談など） 

 他機関向け勉強会への講師派遣 

 商工会、商工会議所、銀行、

保証協会等と 

 相談対応時の同行・同席訪問 

 お互いの施策の利用促進（取

引マッチング、各種補助金、

融資相談など） 

 他機関向け勉強会への講師派

遣 

ノウハウ向
上の取り組
み 

 毎月コーディネーター全
員参加による勉強会を開
催 

 定期的な研修 

 年配支援員に若手が同席 

 定期的な研修 

 年配支援員に若手が同席 

 岐阜県スタートアップ支援ネ
ットワーク会議で勉強会を実
施 

 セミナー参加 

 なし 

 先輩コーディネーターに同席 

 隔月でコーディネーター全員
参加による勉強会を開催 

実行後の支
援 

 依頼があれば対応  定期的な連絡 

 内容により検討 

 課題に対応可能な専門
家・他機関を活用 

 起業した者に対しても同様の
支援 

 依頼があれば対応  定期的にフォローを実施 

 

表-5(2) ヒアリング調査結果（その２） 

支援機関名 
株式会社十六銀行 

ソリューション営業部 
カンダまちおこし株式会社 

大垣ビジネスサポートセンタ
ー(Gaki-Biz) 

関市ビジネスサポートセンタ
ー(Seki-Biz) 

ぎふしスタートアップ支援事業 

相談支援 

 各支援機関と連携し，事業計

画書作成支援 

 創業サポートデスク(電話窓口 

担当者1人) 

 観光業支援 

 支援カルテの作成 

 お金を掛けずに売上アップ，

新規事業 

 支援人材選別・評価に注力 

 1人で対応 

 お金を掛けずに売上アップ，

新規事業 

 資金相談は金融機関・商工会

にゆだねる 

 1人で対応 

 対面以外にオンライン,メール，電話でも

対応 

 対応不可のものは専門家を呼んで3者で話

し合い 

 創業以外の相談は稀 

セミナー・
イベント支
援 

 コロナ前は年１でセミナー開

催 

 他機関のセミナーに登壇 

 学校での授業 神田町アワー(トークイ

ベント) 

 セミナー 

 (世の関心の高いテーマ，行政

からの啓蒙テーマ) 

 セミナー，相談会 

 (相談が多い内容・市が注力す

る内容) 

 最近はオンラインが多め 

 他機関との合同セミナー 

 月一でセミナー・イベント 

 高校・大学での出張授業 

直接支援以
外の業務 

 補助金等の窓口業務 
 ソーシャルインパクト投資事業(地域版

クラウドファンディング) 
 なし  なし 

 市の補助金問い合わせ対応( ぎふしスター

トアップ支援事業で相談することが補助

要件に 

情報発信  HP, Facebook 

 Facebookで支援者を募る 

 OCOSサイト(クラウドファンディング

プラットフォーム),, note 

 市のイベント,SNS ,大垣西濃信

用金庫の紹介,アニュアルレポ

ート 

 HP,メルマガ,各支援機関にチラ

シ,市のメール 
 HP, SNS, パンフレット 

その他の新
規事業支援 

 NOBUNAGA21(ネットワーク型

支援組織)としての支援 

 実施予定 

 ふるさと納税事業(自治体と企業を結ぶ) 

 リノベーションまちづくり事業(十六保

有の不動産にリノベーション) 

 多様な働き方支援事業(登録型人材派遣) 

 制作物展示コーナー設置 

 商品撮影コーナー設置 

 ビジネスマッチング掲示板の

設置 

 本町ベース(出典体験スペース) 

→女性の創業相談が多い 

 ふるさと納税の説明機，相談

会 

 オーダーメイドの支援 を実施 だいたいの

ステップもない 

 (他機関から流れてくる人も多い) 

 金融機関に行く際についていく 

他機関との
連携 

 各支援機関と連携し，事業計

画書作成支援 

 NOBUNAGAキャピタルビレッ

ジ，各支援機関と情報共有 

 なし 
 ビズネットワーク内で情報共

有，専門家との同席 

 信金，商工会とかなり密な連

携 

 (紹介し合う，情報交換，合同

セミナー) 

 商工会議所とは密に連携している(支援金

を貰っている) 

 ヒメビズはセンター長個人でつながりが

ある 

 あまり連携はできていない状況 

ノウハウ向
上の取り組
み 

 なし  なし 
 支援スタッフの選別・評価を

シビアに実施 
 なし  なし 

実行後の支
援 

 営業店を通じて適宜対応  なし  依頼があれば対応  依頼があれば対応  依頼があれば対応 
 

 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集



5 

 

業」という，選抜型のスタートアップ事業化促進支援事

業を行っている．岐阜県産業経済振興センターでは，岐

阜県の中核的な支援機関として，多分野で，補助金事業，

学会やセミナーの参加，各種研究により得た情報の公開，

企業情報，新聞記事，図書，DVD といった資料の貸し

出しを行っている．十六銀行では，民間主導によるネッ

トワーク型ベンチャー支援組織「NOBUNAGA21」とし

て，ベンチャー企業の診断・指導を行っている．カンダ

まちおこし株式会社では，自治体と企業を結ぶ「ふるさ

と納税事業」，十六銀行保有の不動産をリノベーション

して利用してもらう「リノベーションまちづくり事業」，

登録型の人材派遣を行う「多様な働き方支援事業」が実

施予定である．Gaki-Bizでは，制作物のPRのための制作

物展示，商品撮影コーナーの設置，企業間の新規事業創

出のためのビジネスマッチング掲示板をロビー，HP に

設置している．Seki-Biz では，市の出店体験スペースで

ある「本町ベース」が設置され，創業相談件数が増加し

ている．また，ふるさと納税額が岐阜県内 1位であるこ

とを受け，ふるさと納税の説明会，相談会が行われてい

る．ぎふしスタートアップ支援事業では，支援機関とし

て状況を把握するため，融資の際に金融機関へ同行して

いる． 

 

(6) 支援機関同士の連携 

今回のヒアリング調査で明らかとなった対象支援機

関同士の連携状況を図-1に示す． 

岐阜商工会議所，岐阜県商工会連合会，岐阜県産業

経済振興センター，岐阜県商工労働部商業・金融課は，

岐阜県が開催する岐阜県スタートアップ支援ネットワー

ク会議に所属しており，支援機関同士の連携が行われて

いる．Seki-Bizでは，同地域の関市商工会議所・関信用

金庫との連携を取っている．Gaki-Bizでは，ビズネット

ワークというビズモデルのネットワークで情報共有が行

われている． 

Gaki-Biz，Seki-Biz，ぎふしスタートアップ支援事業と

いった市などが委託する支援機関は岐阜県スタートアッ

プ支援ネットワーク会議に入っていない．また，岐阜県

産業経済振興センターは，岐阜県内の中核的な中小企業

支援機関となっているが，市が委託している支援機関と

の連携は取れていない． 

 

(7) ノウハウ向上の取り組み 

支援スタッフのノウハウ向上に向けた取り組みは，

多くの支援機関で行われていない．少数の行われている

支援機関では，定期的な研修，専門家・先輩スタッフと

の同席相談を行っている．しかし，これらが行われる支

援機関では，相談件数，創業件数は増加しておらず，支

援の質が向上している可能性はあるが，実績としては表

れていない． 

 

(8) フォローアップ支援 

大塚5）は，フォローアップ支援も含めた相談支援の有

効性を明らかにした一方で，多くの中小企業ではフォロ

ーアップ支援が実施されていないことを明らかにしてい

る．ここでのフォローアップ支援とは，相談支援により

り解決策が実行された後の支援を指す．本研究で対象と

した支援機関についても，積極的にフォローアップ支援

を行っている支援機関は少なく，企業側から依頼があれ

ば対応するといった控えめな支援機関が多い．また，マ

ンパワー不足を理由にフォローアップ支援を積極的に行

っていない支援機関も存在する．公的な支援機関では営

業活動を禁止されていることもフォローアップ支援がで

きない理由として考えられるが，多くの支援機関でフォ

ローアップ支援があまり重要視されていないことが推察

される． 

 

 

4. 実績データの分析 

 

(1) 相談件数 

支援機関別相談件数の推移を図-2に示す．岐阜県よろ

ず支援拠点が相談件数を大幅に増大させ，かつ多くの相

談件数となっていることがわかった．他の支援機関と比

 

図-1 支援機関同士の連携状況 

 
図-2 支援機関別相談件数の推移 
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（Seki-Biz） 大垣ビジネスサポートセンター

（Gaki-Biz）

その他所属ビズモデル

関市商工会議所 関信用金庫

岐阜県スタートアップ支援ネットワーク会議
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較して，支援スタッフ数が多過ぎることはないため，岐

阜県よろず支援拠点の属性，支援方法に相談者獲得の理

由があると推察される．その理由としては，全国展開し

ている国の事業であることから，知名度が高いことが考

えられる．また，県内に 18 か所の拠点を設け，図書館

での相談も実施しているため，対象地域が広いことも理

由であろう．セミナーの規模を縮小して少人数制にした

ことにより，セミナー後にスタッフのもとへ相談予約を

する人が増加したことも理由であろう．さらに，「あゆ

どんプロジェクト」という参加型のプロジェクトを定期

的に実施していることや，支援機関は発行するパンフレ

ットに無料で事業者の事業を宣伝する機会があることも

理由として考えられる．オンライン予約に対応したこと

でも相談件数が増加している．他の支援機関ではそのよ

うな回答は無かったが，相談件数の多さから，傾向が顕

著に表れたと考えられる． 

Gaki-Biz，ぎふしスタートアップ支援事業でも，相談

件数が増加傾向にあることがわかる．Gaki-Biz では，ヒ

アリング調査の対象機関で唯一，毎年アニュアルレポー

トを発行し，ミクロ・マクロ双方の成果を発信している．

支援事例紹介などのミクロな成果報告だけでは，状況の

違う事業者は他人事に捉えてしまうが，マクロな実績を

数値で公表することで効果があったのではないかと考え

られる．また，支援スタッフの選別，評価を厳正に実施

しており，支援スタッフが自主的に支援ノウハウを向上

する取り組みをしていることも理由として考えられる． 

ぎふしスタートアップ支援事業は，設置から間もな

いため，知名度が上がったことにより，相談件数が増加

していると考えられる．また，対面以外での相談の対応，

対応しきれないものは専門家を交え 3者で相談，銀行か

ら融資を受ける際に同行するなど，他の支援機関と比べ

て，丁寧な対応が行われていることも理由として考えら

れる．さらに，他の支援機関では，補助金を利用するた

めの「相談→計画書作成」という流れが基本であること

が多いが，その支援方法が合わない人が多く相談に来て

おり，完全オーダーメイドの支援を行っていることが理

由として考えられる． 

岐阜商工会議所，岐阜県商工会連合会，岐阜県産業

経済振興センター，Seki-Biz では，相談件数が減少傾向

にあることがわかる．岐阜商工会議所，岐阜県商工会連

合会では，ここ数年で非会員制の支援機関が多数現れ，

無料で新規事業支援を受けられるようになったことが原

因として考えられる．また，相談支援のうち，補助金を

利用する支援が大半であるが，他の支援機関でも補助金

を利用する支援はなされており，他の支援機関と比べる

と相談支援方法の種類が少ないことも理由であろう．さ

らに，補助金の窓口業務や部会・委員会運営，行政から

の委託業務等，多くの業務を抱えており，相談支援にか

けられる労力が限られている．特に岐阜商工会議所は，

企業同士の社交場としての機能も持ち合わせており，実

際にも近年では地域振興活動に注力している分，相談支

援の比重が小さくなってしまっているとのことであった．

ただし，令和 3年以降，岐阜商工会議所へ相談に来たス

タートアップ企業はぎふしスタートアップ支援事業を紹

介される構造も少なからず影響していると考えられる． 

Seki-Biz は，関信用金庫，関市商工会議所との連携が

盛んであり，資金調達に関する相談は関信用金庫，商工

会議所に委ね，役割分担したことが理由として考えられ

る．また，令和 3年にチーフアドバイザーが異動し，相

談支援に対応可能なスタッフが半減したことも原因と考

えられる． 

 

(2) 創業件数 

新規事業成功の指標として，創業件数について見て

みる．支援機関別月平均創業件数の推移を図-3に示す．

Gaki-Biz，Seki-Biz，ぎふしスタートアップ支援事業で増

加傾向にあることがわかる． 

Gaki-Bizでは，令和3年に急激な増加がみられる．これ

は，プロジェクトマネージャーが就任したタイミングと

同時期であり，支援体制が見直されたことによるものと

考えられる．また，内田ら4）は，約3割の創業希望者は，

資金調達で望ましい額を調達できなかったことを明らか

にしている．Seki-Bizについても同じことが言えるが，

ビズモデルの特徴である「お金を使わない支援」が，創

業希望者のニーズに当てはまっていると考えられる．

Seki-Bizでは，令和2年11月に関市の出店体験施設である

「本町BASE」がオープンしたことにより，趣味で作っ

たものなどを簡単に実店舗で販売できることから，特に

女性の創業者が増加している．ぎふしスタートアップ支

援事業では，他の支援機関と比べて，丁寧な対応，完全

オーダーメイドの支援が影響を与えていると考えられる．  

 

 
図-3 支援機関別月平均創業件数の推移 

※岐阜県よろず支援拠点はH29-R3の総相談件数の平均 
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(3) セミナー実施回数 

支援機関別月平均セミナー実施回数を図-4に示す．令

和2年に新型コロナウイルスの影響を受けている点を除

くと，セミナーの実施回数はどの支援機関でも大きな変

化はないことがわかる． 

相談件数，創業件数が増加傾向にある岐阜県よろず

支援拠点，Gaki-Biz，Seki-Biz，ぎふしスタートアップ支

援事業について見ると，セミナー実施回数と相談件数・

創業件数との間に相関はほとんど見られない．つまり，

相談件数，創業件数を増やす手立てとして，セミナーは

あまり効果がない可能性が高い．ただし，岐阜県よろず

支援拠点のように規模の小さいセミナーが相談件数増加

につながる場合もある．また，セミナーは知識を与える

場でありながらも，事業者同士，創業希望者同士の交流

の機会でもある．同じ境遇の仲間を作る場としてセミナ

ーは必要であると考える． 

 

 

5. おわりに 

本研究では，岐阜市周辺の中小企業支援機関に対し

てヒアリング調査を行い，その結果を調査項目ごとに分

析するとともに，実績データをヒアリング結果を根拠に

考察することで，中小企業支援機関による新規事業支援

の実態を明らかにした． 

ヒアリング調査結果から，相談支援については，岐

阜商工会議所・岐阜県商工会連合会では補助金利用の支

援が多く，それ以外では相談に合わせた支援がされてい

ることが明らかになった．セミナー・イベント支援につ

いては，多くの支援機関で行われていること，岐阜県よ

ろず支援拠点のようにセミナー規模の縮小が相談件数増

加につながる可能性があることが明らかとなった．情報

発信では，ほとんどの支援機関で HPや SNS，パンフレ

ット，メルマガで行われている．その他の新規事業支援

では，支援機関によって特色のある支援が行われている． 

実績データから，相談件数では，岐阜県よろず支援

拠点が圧倒的に多く，知名度の高さ，対象地域の広さが

要因である可能性があることが明らかになった．また，

岐阜県よろず支援拠点，Gaki-Biz，ぎふしスタートアッ

プ支援事業で相談件数が増加傾向にあり，セミナー規模

の縮小・オンライン予約が相談件数の増加につながるこ

と，アニュアルレポートの公表，厳正なスタッフの選

別・評価，丁寧な対応，完全オーダーメイドの支援が影

響している可能性があることが明らかになった． 

創業件数では，Gaki-Biz，Seki-Biz，ぎふしスタートア

ップ支援事業で増加傾向にあり，体制の見直し，お金を

使わない支援，出店体験スペースの提供，丁寧な対応と

完全オーダーメイドの支援が影響している可能性がある

ことが明らかになった．セミナー回数では，ほとんどの

支援機関で経年による変化はなく，相談件数，創業件数

増加の手立てとして効果がない可能性があることが明ら

かになった． 

「相談→計画書作成指導」という従来の基本的な支

援フローが合わない相談者が多く存在していること，市

の支援機関では支援スタッフが少なく，岐阜県全体での

連携が十分でないこと，多くの支援機関では直接的な支

援以外にも多くの業務を抱えていること，支援ノウハウ

の向上の取り組み，フォローアップ支援が積極的に行わ

れていないという課題も明らかになった． 

多くの支援機関では，具体的な支援内容や実績デー

タが公表されていないことも明らかになった．支援方法

や実績データを公表することで，支援機関同士が良い点

を学び合う必要があると考える． 
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NOTES 

注1) 東京商工リサーチ：2021年「休廃業・解散企業」動向調

査，2021. 

注2) 財務省：法人企業統計調査季報，2021. 

注3) 株式会社野村総合研究所：中小企業の成長に向けた事業

戦略等に関する調査，2016. 

注4) 総務省，経済産業省：令和3年年経済センサス活動調

査，2021. 

注5) 総務省：令和2年経済センサス基礎調査乙調査，2020. 

注6) 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社：小規模

事業者の地域での連携や課題解決への取組に関する調

査，2022. 

注7) 中小企業庁：令和3年度中小企業白書，2021. 

注8) 中小企業庁：令和3年度小規模企業白書，2021. 

注9) 株式会社野村総合研究所：令和元年度中小企業支援機関

の在り方に関する調査に係る委託事業報告書，2020. 

注10) 中小機構：よろず支援拠点全国本部 活動実績<https://www.

smrj.go.jp/supporter/yorozu/index.html> [2023.02.17閲覧] 

注11) 岐阜県よろず支援拠点：HP<https://www.gifu-yorozushien.go.jp/

> [2023.02.17閲覧] 

注12) 岐阜商工会議所：HP<https://www.gcci.or.jp/> [2023.02.17閲覧] 

 
図-4 支援機関別月平均セミナー実施回数の推移 
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注13) 岐阜県商工会連合会：HP<https://www.gifushoko.or.jp/> [2023.0

2.17閲覧] 

注14) 岐阜県商業・金融課：HP<https://www.pref.gifu.lg.jp/soshiki/113

63/> [2023.02.17閲覧] 

注15) カンダまちおこし株式会社：HP<https://www.kanmachi.co.jp/>

 [2023.02.17閲覧] 

注16) 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター：HP<https://w

ww.gpc-gifu.or.jp/> [2023.02.17閲覧] 

注17) 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター ：平成29年度

－令和3年度事業報告書 決算報告書，2018-2022. 

注18) 十六銀行： 十六銀行創業サポートデスク<https://www.jurok

u.co.jp/corp/support/sougyou_support.html> [2023.02.17閲覧] 

注19) 十六銀行フィナンシャルグループ：NOBUNAGA21<https://

www.juroku.co.jp/corp/support/nobunaga21.html> [2023.02.17閲覧] 

注20) 大垣ビジネスサポートセンター：HP<http://www.gaki-biz.net/

> [2023.02.17閲覧] 

注21) 大垣ビジネスサポートセンター：Gaki-BizレポートVol.1～

4，2019-2022. 

注22) 関市ビジネスサポートセンター：HP<https://www.seki-biz.net

/> [2023.02.17閲覧] 

注23) ぎふしスタートアップ支援事業 ：HP<https://www.neowork.li

fe/> [2023.02.17閲覧] 

注24) 家森信善：地方創生のための地域金融機関の役割，中央

経済社，2018. 

注25) 家森信善：ポストコロナとマイナス金利下の地域金融，

中央経済社，2022. 

注26) 本多佑三，家森信善：地域金融機関による事業承継支援

と信用保証制度，中央経済社，2020. 

注27) 家森信善：信用保証制度を活用した創業支援，中央経済

社，2019. 
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A STUDY ON NEW BUSINESS SUPPORT BY SUPPORT 

ORGANIZATIONS FOR SMALL AND MEDIUM-SIZED 

ENTERPRISES FOR LOCAL REVITALIZATION 

 

Kenta INAGUMA, Tokushi NAKASHIMA and Akiyoshi TAKAGI 
 

About 99.7% of the companies in Japan are small and medium-sized enterprises, and their business ac-

tivities lead to local revitalization.  Support organizations for Small and medium-sized enterprises(SME) 

have been established nationwide to support new businesses.  However, there are differences in support 

methods, and there are many support organizations whose support methods and achievements are not dis-

close.  In this study, we interviewed SME support organizations located around Gifu City, collected per-

formance data, and analyzed new business support.  As a result, we clarified the support methods and sup-

port systems that affect performance.  In addition, as a support trend of the whole support organization, the 

support organization of the city has few staff.  Therefore, we clarified that the support organizations of the 

city cannot cooperate with the support organizations of the prefecture and the country, that the support 

know-how has not been improved, and that follow-up support is difficult. 
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